


令和２年度地域課題解決型研究活動報告書一覧

はじめに　「SDGs と COVID－１９パンデミック」

　　　　　九州国際大学　地域連携センター長　野村　政修

「現在の韓国の若者を取り巻く問題

　～就職難と「格差」を中心に～」

　　　　　現代ビジネス学部　山田　良介

「我が国の組織における反社会的行動研究の新たな展望

　－職場におけるメンタルへルスの観点から－」

　　　　　現代ビジネス学部非常勤講師　仙波　亮一　

「グローバリゼーションの光と影 ~SDGs を踏まえて ~

　持続可能な住みよい街を考える～都市工学から見る北九州～」

　　　　　法人事務局長　神力　潔司
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　国連を中心とした国際機関は SDGｓを推進し、世界の諸課題を解決する主役の一つです。その中

でもＷＨＯ（世界保健機関）は世界の人々の健康を守るために 1948 年に設立され、医療・公衆衛

生分野での課題解決が期待されています。御承知のように SDGｓには、目標３「すべての人に健康

と福祉を」があります。この目標は、まさにＷＨＯの存在意義にかかわるものとなっています。

しかし、2020 年から 21 年にかけてパンデミック（世界的大流行）となった新型コロナウィルスの

感染拡大は、そのＷＨＯへの信頼を揺るがせる契機となりました。

　ＷＨＯのテドロス・アダノム事務局長は、中国共産党政権の新型コロナウィルス対応への初動

遅延に忖度しました。2019 年 12 月 31 日、中国は湖北省武漢市での原因不明の肺炎クラスター発

生をＷＨＯに報告しました。武漢市では 2020 年 1 月 22 日からロックダウンが開始されました。Ｗ

ＨＯは 2020 年 1 月 23 日の緊急委員会では、人から人への感染は明確でないとして、ＰＨＥＩＣ（国

際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態）宣言は行わなかったのです。同年 1 月 30 日の緊急委員

会では緊急事態と宣言されながらも、ヒトの国際的な移動制限は推奨しないことが発表されまし

た。すなわち、中国から海外へのヒトの移動制限は必要とされなかったのです。同年 2 月 4 日に

感染者を乗せたダイヤモンド・プリンセス号が横浜港に入港しましたが、日本政府は乗客の上陸

を認めず検疫隔離を行いました。また、テドロス事務局長は 2 月に実施された米国による中国か

ら海外へのヒトの移動制限に対して不要であるとしました。米中対立下、中国への忖度だったの

でしょうか。

　しかしながら、結局は 2020 年 3 月 11 日にテドロス事務局長は新型コロナウィルスのパンデミッ

ク（世界的大流行）を宣言しました。彼の中国への忖度が、世界への警告を遅らせてパンデミッ

クを惹起したといっても過言ではありません。ＷＨＯと中国は今回のパンデミックで絆を深めたの

かもしれませんが、その他の国々とＷＨＯの関係は冷え切ったといえましょう。ＷＨＯと国際社会

との協調が難しくなると世界が結束して問題に対応できず、SDGｓの達成に影響が出てきます。こ

のように、国連の組織自らにも解決すべき課題は山積みです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域連携センター長　野村政修

はじめに　「SDGｓと COVID-19 パンデミック」
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